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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

中間会計期間
第41期

会計期間
自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (千円) 1,944,781 4,179,864

経常利益 (千円) 400,522 804,600

中間（当期）純利益 (千円) 435,455 489,196

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 75,800 75,800

発行済株式総数 (株) 151,600 151,600

純資産額 (千円) 2,532,429 2,157,214

総資産額 (千円) 5,671,415 5,903,944

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 57.83 64.85

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 400.00

自己資本比率 (％) 44.7 36.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 275,697 675,834

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 425,619 8,507

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △181,364 △217,719

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(千円) 3,300,429 2,780,477

(注)１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．当社は、2024年12月13日開催の取締役会決議により、2025年１月１日付で普通株式１株につき50株の割合

をもって分割しております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間（当

期）純利益を算定しております。

２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、事業等のリスクについての重要な変更はあり

ません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当社は、

前中間会計期間については中間財務諸表を作成していないため、前年同中間会計期間との比較分析は行っておりま

せん。

(1）経営成績の状況

当中間会計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症に対する各種制限の緩和により、経済活動

は正常化に向かっており、あらゆる産業界においてデジタルトランスフォーメーションのトレンドは継続し、チ

ャットGPTなどのAI技術の発展もあり、インターネットを用いた販促・マーケティング活動も活性化しておりま

す。一方で、世界情勢の不安定化、インフレの継続、円安の進行など先行きが不透明な状況が続いております。

このような状況下において、当社の属するインターネット広告代理店業界は、2023年度は、これまで景気を押

し上げてきたコロナ禍明け後の需要回復がほぼ一巡したと考えられます。

当中間会計期間では、売上高は前事業年度の大型クライアントの失注の影響を受けましたが、中長期事業戦略

で成長を牽引すると目論んでいるBtoB領域は、順調な伸長となっております。当社といたしましては、中長期事

業戦略の遂行にむけて引き続き邁進していきたいと考えております。

以上の結果、当中間会計期間の業績は、売上高1,944,781千円、営業利益253,174千円、経常利益400,522千円、

中間純利益435,455千円となりました。

なお、当社は、デジタルマーケティング支援事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの経営成績の

記載を省略しております。

(2）財政状態の分析

（資産）

当中間会計期間末における資産の残高は、5,671,415千円となりました。前事業年度末に比べ232,529千円（前

事業年度比3.9％）減少いたしました。これは主に、現金及び預金が519,952千円（同18.7％）増加した一方で、

売掛金が640,098千円（同28.0％）、投資その他の資産のその他が103,775千円（同18.5％）減少したことによる

ものであります。

（負債）

当中間会計期間末における負債の残高は、3,138,985千円となりました。前事業年度末に比べ607,744千円（前

事業年度比16.2％）減少いたしました。これは主に、未払金が470,417千円（同20.9％）、未払法人税等が95,201

千円（同40.3％）それぞれ減少したことによるものであります。

（純資産）

当中間会計期間末における純資産の残高は、2,532,429千円となりました。前事業年度末に比べ375,215千円

（前事業年度比17.4％）増加いたしました。これは、利益剰余金が375,215千円（同18.6％）増加したことによる

ものであります。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ519,952千円

増加の3,300,429千円となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における営業活動による資金の増加は275,697千円となりました。これは主に、未払金の減少額

470,417千円、法人税等の支払額236,533千円による資金の減少に対し、売上債権の減少額649,466千円、税引前中

間純利益の計上400,522千円による資金の増加があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における投資活動による資金の増加は425,619千円となりました。これは主に、有形固定資産の

取得による支出5,018千円による資金の減少に対し、保険の解約による収入436,582千円があったことによるもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における財務活動による資金の減少は181,364千円となりました。これは主に、長期借入金の返

済による支出120,000千円、配当金の支払額60,240千円による資金の減少があったことによるものであります。

(4）経営方針・経営戦略等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

(6）研究開発活動

当中間会計期間において、該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

(注) 2024年12月13日開催の取締役会決議により、2025年１月１日付で当社普通株式１株につき50株の割合をもって分割

しております。これにより、発行可能株式総数は29,400,000株増加し、30,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,580,000 7,580,000 非上場 単元株式数は100株であります。

計 7,580,000 7,580,000 ― ―

(注)１．提出日現在の発行数には、2025年２月１日からこの新規上場申請のための半期報告書提出日までの新株予約権

の行使により発行された株式数は含まれておりません。

２．2024年12月13日開催の取締役会決議により、2025年１月１日付で当社普通株式１株につき50株の割合をもって

分割しております。これにより、発行済株式総数は7,428,400株増加し、7,580,000株となっております。

３．2024年10月24日開催の臨時株主総会決議により、2024年10月24日付で１単元を100株とする単元株制度を採用し

ております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストック・オプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年４月１日～
2024年９月30日

― 7,580,000 ― 75,800 ― 800

(注) 2024年12月13日開催の取締役会決議により、2025年１月１日付で普通株式１株につき50株の割合をもって分割して

おります。これにより、発行済株式総数は7,428,400株増加し、7,580,000株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

小谷中 茂樹 神奈川県横浜市青葉区 64,000 42.50

水野 昌広 埼玉県さいたま市浦和区 35,000 23.24

メディックス従業員持株会 東京都千代田区神田神保町一丁目105番地 16,802 11.16

小谷中 一樹 静岡県沼津市 15,000 9.96

株式会社フォローワンズハート 東京都小金井市本町五丁目４番22号 8,400 5.58

田中 正則 東京都小金井市 6,600 4.38

今森 教仁 神奈川県横浜市中区 2,000 1.33

馬場 昭彦 東京都葛飾区 1,000 0.66

菊地 悟 神奈川県横浜市保土ケ谷区 900 0.60

両角 創平 神奈川県川崎市中原区 898 0.60

計 ― 150,600 100.00

(注)１．上記のほか当社所有の自己株式１千株があります。

２．当社は、2025年１月１日付で普通株式１株につき50株の割合をもって分割しておりますが、上記所有株式数に

ついては、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 150,600 150,600 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 151,600 ― ―

総株主の議決権 ― 150,600 ―

(注) 2024年10月24日開催の臨時株主総会決議により、2024年10月24日付で１単元を100株とする単元株制度を採用して

おります。また、2024年12月13日開催の取締役会決議により、2025年１月１日付で当社普通株式１株につき50株の

割合をもって分割しております。これにより、提出日現在において、完全議決権株式数（自己株式等）は普通株式

50,000株、完全議決権株式数(その他)は普通株式7,530,000株、議決権の数は75,300個、総株主の議決権の数は

75,300個となっております。
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② 【自己株式等】

2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）
株式会社メディックス

東京都千代田区神田
神保町一丁目105番地

1,000 ― 1,000 0.66

計 ― 1,000 ― 1,000 0.66

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

当社の中間財務諸表は、第１種中間財務諸表であります。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、中間会計期間(2024年４月１日から2024年９月30日まで)に係る中間財務諸表について、新宿

監査法人による期中レビューを受けております。

３ 中間連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。



― 8 ―

１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当中間会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,780,477 3,300,429

電子記録債権 10,695 1,327

売掛金 2,282,491 1,642,393

その他 101,593 119,184

流動資産合計 5,175,257 5,063,334

固定資産

有形固定資産 132,454 123,573

無形固定資産 34,806 26,856

投資その他の資産

その他 562,140 458,365

貸倒引当金 △714 △714

投資その他の資産合計 561,426 457,651

固定資産合計 728,686 608,081

資産合計 5,903,944 5,671,415

負債の部

流動負債

１年内返済予定の長期借入金 229,000 178,000

未払金 2,250,503 1,780,085

未払法人税等 236,278 141,076

賞与引当金 170,190 164,594

その他 239,084 291,393

流動負債合計 3,125,057 2,555,150

固定負債

長期借入金 111,000 42,000

退職給付引当金 428,885 447,061

役員退職慰労引当金 60,590 74,925

その他 21,196 19,847

固定負債合計 621,672 583,834

負債合計 3,746,729 3,138,985

純資産の部

株主資本

資本金 75,800 75,800

資本剰余金 78,679 78,679

利益剰余金 2,018,974 2,394,189

自己株式 △16,239 △16,239

株主資本合計 2,157,214 2,532,429

純資産合計 2,157,214 2,532,429

負債純資産合計 5,903,944 5,671,415
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(2) 【中間損益計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

売上高 1,944,781

売上原価 205,586

売上総利益 1,739,194

販売費及び一般管理費 ※ 1,486,020

営業利益 253,174

営業外収益

受取利息 259

受取配当金 600

保険返戻金 149,043

その他 151

営業外収益合計 150,054

営業外費用

支払利息 1,641

為替差損 1,065

営業外費用合計 2,706

経常利益 400,522

特別損失

固定資産除却損 0

特別損失合計 0

税引前中間純利益 400,522

法人税、住民税及び事業税 141,078

法人税等調整額 △176,011

法人税等合計 △34,933

中間純利益 435,455
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 400,522

減価償却費 21,153

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,596

退職給付引当金の増減額（△は減少） 18,175

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14,335

受取利息及び受取配当金 △859

保険返戻金 △149,043

支払利息 1,641

固定資産除却損 0

売上債権の増減額（△は増加） 649,466

前払費用の増減額（△は増加） △17,564

長期前払費用の増減額（△は増加） △4,462

未払金の増減額（△は減少） △470,417

未払費用の増減額（△は減少） 910

契約負債の増減額（△は減少） 18,602

その他 35,894

小計 512,759

利息及び配当金の受取額 859

利息の支払額 △1,641

法人税等の還付額 252

法人税等の支払額 △236,533

営業活動によるキャッシュ・フロー 275,697

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,018

無形固定資産の取得による支出 △2,654

貸付金の回収による収入 1,255

保険積立金の積立による支出 △4,545

保険積立金の解約による収入 436,582

投資活動によるキャッシュ・フロー 425,619

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △120,000

配当金の支払額 △60,240

その他 △1,124

財務活動によるキャッシュ・フロー △181,364

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 519,952

現金及び現金同等物の期首残高 2,780,477

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,300,429
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【注記事項】

(中間損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

当中間会計期間

（自 2024年４月１日

至 2024年９月30日）

給料手当 661,743 千円

賞与引当金繰入額 163,201

法定福利費 128,289

福利厚生費 21,690

退職給付費用 32,948

役員退職慰労引当金繰入額 14,335

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

現金及び預金 3,300,429 千円

現金及び現金同等物 3,300,429

(株主資本等関係)

当中間会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月14日

取締役会
普通株式 60,240 400 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

２ 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、デジタルマーケティング支援事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当中間会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

(単位：千円)

デジタルマーケティング支援事業 合計

売上高

一時点で移転される財又はサービス 1,944,781 1,944,781

一定の期間にわたり移転される財又はサービス ― ―

顧客との契約から生じる収益 1,944,781 1,944,781

その他の収益 ― ―

外部顧客への売上高 1,944,781 1,944,781

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当中間会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 57円83銭

(算定上の基礎)

中間純利益(千円) 435,455

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る中間純利益(千円) 435,455

普通株式の期中平均株式数(株) 7,530,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中間純利
益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末から重要な変
動があったものの概要

―

(注)１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、期

中平均株価が把握できないため記載しておりません。

２．当社は、2025年１月１日付で普通株式１株につき50株の割合をもって分割しております。期首に当該株式分割

が行われたと仮定して１株当たり中間純利益を算定しております。

(重要な後発事象)

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2024年12月13日開催の取締役会において、以下のとおり、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部

変更を行う事を決議し、2025年１月１日を効力発生日として、株式分割を行っております。

１．株式分割について

(１) 株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、投資家の皆様にとって投資しやすい環境を整えるとともに、

投資家層の拡大と株式の流動性の向上を図るために、株式の分割を行うものです。

(２) 株式分割の概要

① 分割の方法

2024年12月31日（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質上12月30日）を基準日として、同日最終

の株主名簿に記録された株主の所有する株式を、１株につき50株の割合をもって分割いたしました。
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② 分割により増加する株式数

(ⅰ) 株式分割前の発行済株式総数 151,600株

(ⅱ) 今回の分割により増加する株式数 7,428,400株

(ⅲ) 株式分割後の発行済株式総数 7,580,000株

(ⅳ) 株式分割後の発行可能株式総数 30,000,000株

(３) 株式分割の日程

① 基準日公告日 2024年12月13日

② 基準日 2024年12月31日（実質上12月30日）

③ 効力発生日 2025年１月１日

(４) １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については（１株当たり情報）に記載しております。

２．定款の一部変更

(１) 定款変更の目的

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2025年１月１日をもって当社定款を一部変更

いたしました。

(２) 定款変更の内容（下線部分は変更箇所を示しております。）

変更前 変更後

発行可能株式総数

第６条 当会社の発行可能株式総数は、600,000株とす

る。

発行可能株式総数

第６条 当会社の発行可能株式総数は、30,000,000株

とする。

(３) 定款変更の日程

取締役会決議日 2024年12月13日

効力発生日 2025年１月１日

３．その他

(１) 資本金の額の変更

今回の株式分割に際しまして、資本金の額の変更はありません。

(２)新株予約権の行使価額の調整

今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たり行使価額を2025年１月１日以降、以下のとおり

調整いたしました。

調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 11,835円 237円

第２回新株予約権 16,239円 325円

第３回新株予約権 25,000円 500円
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２ 【その他】

2024年６月14日開催の取締役会において、2024年３月31日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり

期末配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 60,240千円

②１株当たりの金額 400円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2024年６月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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